
Ⅰ　人事行政の運営の状況

１．職員の任免及び職員数に関する状況

(2)再任用職員の採用状況(平成22年4月1日現在)

2 人 3 人 5 人 2 人 1 人

消防職員 3 人 0 人 3 人 2 人 1 人

保育士 0 人 5 人 5 人

幼稚園教諭 0 人 1 人 1 人

保健師 0 人 1 人 1 人

高等学校教諭 2 人 0 人 2 人

病院医師 1 人 1 人 2 人

2 人 6 人 8 人

0 人 1 人 1 人

2 人 0 人 2 人

12 人 18 人 30 人

(注)一般事務に指導主事を含む。

(3)職員の退職等の状況(平成21年度)

人

人

人

人

人

人

人

人

人

(4)部門別職員数の状況(各年４月１日現在)

組織の見直し、事務の効率化
組織の見直し、事務の効率化
組織の見直し、事務の効率化
クリーンセンター政策部門の充実

組織の見直し

組織の見直し

計

退職者不補充
退職者不補充

看護業務の充実
事務の効率化
介護保険業務の充実

[     ]内は、条例定数の合計です。

　海南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成１７年条例第１８１号)に基づき、海南市の人事行政の運営等の状況を次の
とおり公表します。

一般事務

男

合計

職　　種
採用者数

一般事務（人事交流）

病院看護師

病院事務

52

平成２２年

91

88

6

(注)職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく人数であり、教育長、休職者等を含み、市長、副市長、病院事業管理者及び臨時職員等を除き
ます。

人事行政の運営等の状況の公表

平成23年3月31日

職　　種

海南市長　　神　出　政　巳

計
職員数

うち
任期更新

職員数
(1)職員の採用状況
(平成21年4月2日～平成22年4月1日)

女

区分

25

14

5

5

1

懲戒免職

育休任期付職員任期満了

1

1

合計

議会

合計

0 0 0
42 1

-4

病院看護師

-2

定年退職

再任用任期満了

勧奨退職

自己都合退職

人事交流等による退職

民生

92

平成２１年

6

-2

対前年
増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

総務企画
0

49 51 -2

-16

人数

95 -4

93 -5

20 22

3

-25

345

商工
土木

329

8

525 550

8 0

衛生 43

税務 24 28

労働
農林水産

消防部門
教育部門 104 111 -7

94

3209

-1
その他
水道

1
26 27

主な増減理由

合　　計
734 756 -22

[   893   ］ [   893   ］

病院

[  0  ］

小　計

小　計 206

死亡 0

公

営

企

業

会

計

等

部

門
35 34

148 145

　　　　　　区　　分

部　　門

職 員 数



(5)定員管理の適正化

職員数の変遷 （単位：人）

２．職員の給与の状況

(1)人件費の状況　(普通会計決算) (単位：千円)

人件費率

平成20年度の人件費率

(2)職員給与費の状況　(普通会計決算) (単位：千円)

平成21年度 人

(3)職員の平均給料月額及び平均年齢の状況

(4)ラスパイレス指数の推移(各年4月1日現在)

(5)職員の初任給の状況(平成22年4月1日現在)

大学卒 円 円

高校卒 円 円

大学卒 円 円

高校卒 円 円

高校教育職 大学卒 円 円

　集中改革プランに基づく徹底した取り組みにより、引き続き職員数の削減に取り組んでいます。独自消防や教育現場等においては職員配置
を充実させているため、普通会計の枠組み内での当該比較数値は、類似団体平均よりも高い値となっていますが、一般行政職の範囲では類似
団体の平均値以下まで適正化が進んでいます。今後も集中改革プランに基づき、さらなる定員の適正化に努めていきます。

平成22年

98.8

高校教育職

消防職

技能労務職

一般行政職

区　分

(A)

職員手当には、退職手当は含んでいません。また、職員数は平成22年4月1日現在の普通会計に属する人数です。

549

315,905

346,400

210,690 4,735,000 19.2%

平成20年

43.8一般行政職

56,936 人

276,997

給料

2,192,542

平均給料月額

人件費には職員の給料、退職手当、共済費の他、市長等の特別職の給与、議員その他各種委員の報酬等を含んでいます。

340,564

職員数

(A)
区　分

(B/A)

歳

340,796

39.3円

円 歳

平成21年度

円

普通会計とは、市の全ての会計から国民健康保険､老人保健､後期高齢、介護保険､港湾､簡易水道､病院及び水道の各会計を除いた会計をいい
ます。

区　分

(B)

24,714,658

２年後の給料

ラスパイレス指数は、一般行政職における国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

円

区　　分

平成17年 平成18年

歳47.3

平成21年

99.4

歳円

308,036 円

歳円 50.3

38.7

99.6

407,275

歳

歳

350,922

401,784 円 46.8

消防職

172,200

140,100

158,100

179,000

(参考)

１人当たり
給与費(B/A)

区分

海南市

平均年齢

平成22年4月1日現在

5,967

99.3

平成19年

44.0

計(B)

平均給料月額

3,276,117806,578

49.6

平成21年4月1日現在

職員手当

歳

住民基本台帳人口
(平成22年3月31日現在)

197,200

初任給

172,000

平均年齢

期末勤勉手当

給　　与　　費

実質収支
歳出額 人件費

199,700

98.1

149,800

21.4%

100.1

214,000

185,800

※病院事業の医療関係職員（医師、医療技術職、看護師等）・独自採用職員及び育休任期付職員は、集中改革プランの対象とはなっていません。 
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(6)職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況

各職種における学歴区分は、給料決定上の学歴であり、実際の学歴とは異なります。

(7)一般行政職の級別職員数の状況

平成21年4月1日現在

平成22年4月1日現在

(8)職員手当の状況

(平成22年度)

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円

% %

人 人

該当者なし238,000 円

345,900 円 該当者なし

円

円

１級

244,000

該当者なし円373,000

円

229,200

計

円

支給割合

該当者なし

該当者なし円

281,850 円

円

該当者なし

6月期

133 63

係長
主査

４級 ３級

標準的な
職務内容

２級５級

月分

計

期末手当
(0.70)

12月期

大学卒

消防職

361,017

経験年数20年

平均給料月額

円

区　分 ７級 ６級 ４級 ３級

高校卒

平均給料月額 平均給料月額

円

経験年数10年経験年数15年

平均給料月額

高校教育職

中学卒

区　分

技能労務職

一般行政職

大学卒

経験年数15年

257,100

平成22年4月

円

円225,600 円 277,400

262,100

312,614

円

該当者なし

自己都合

30.55

41.34

勧奨・定年

定年前早期退職者特例措置
(2%～20%加算)

月分
2.751.50

月分 月分

月分
4.15

(1.20) (2.20)
月分

月分
(0.80)

(0.40)

(1.50)

24

22.0 8.0 8.446.5

23.50

1.25

303,350円280,500

１級

係長
主査

(0.30)

(1.00)

計

該当者なし

２級

291

100

円

8.210.3

321,200

主事
技師

2.20

円

月分

276,200

大学卒

高校卒

５級

23

円

主事
技師

職員数(人) 7 0 36

区　分

構成比(％) 2.4 0.0 12.6

主事
技師

標準的な
職務内容

部長 次長 課長
課長補佐
係長
主査

７級 ６級

257,300 円

勧奨・定年

(　)内は、再任用職員に係る支給割合です。

該当者なし

23.50 30.55

41.34

47.50 59.28

－

国

1.95
計

345,176

該当者なし

33.50

期末手当

勤勉手当

海南市

月分
(0.70)

0.70 1.400.70
勤勉手当

勤続35年

最高限度額

勤続25年

59.28 59.28

在職した職務の級に応じた定額

59.28

１人当たり平均支給額

海南市内

(0円～33,500円)の60月分

非支給地

59.28

59.28

なし

47.50

勤続20年

退職手当

(平成21年
4月1日現在)

区　　分

なし

その他の加算措置

自己都合

支給対象職員数 0

非支給地

0

退職手当の調整額

地域手当

(平成22年
4月1日現在)

支給率

一般行政職等

国の制度

高校教育職員

区　分

－

33.50

退職時特別昇給

定年前早期退職者特例措置
(2%～20%加算)

在職した職務の級に応じた定額

(0円～79,200円)の60月分

海南市内

－

24,055

286

100

該当者なし

該当者なし

平均給料月額

平成21年4月

経験年数20年

次長 課長
課長補佐
係長
主査

317,200

262,500

円

経験年数10年

平均給料月額

部長

340,700270,300

主事
技師

366,300

円 330,200

円

41.3 22.7

職員数(人) 7 0 44 120 66 30 24

構成比(％) 2.4 0.0 15.1



千円

千円

千円

千円

円 円 円 円

円

円 円

円

(9)特別職の報酬等の状況(平成22年4月1日現在)

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間 (平成22年4月1日現在)

一般職の標準的な勤務時間

7.75 時間 休憩時間 ～
38.75 時間

開始時刻 終了時刻

(2)年次有給休暇の取得状況 (各年、1月1日～12月31日)

日 日 人 日 %

日 日 人 日 %

日 日 人 日 %

副市長

890,000 745,000円

市長

27,000

海南市

%23.1

議員

扶養手当

(平成22年
4月1日現在)

7.25,564.6 778

－

4,000

円

7.17445,255.028,554.0

同じ
24,500

副議長

円

給料

1.95

海南市

2,500

配偶者

5,000

自宅を所有している職員（※平成25年度廃止)

26,000

清掃業務手当、夜間消防業務手当、
教員特殊業務手当、緊急自動車機関
員手当

夜間消防業務手当、清掃業務手当、
救急業務手当、緊急自動車機関員手
当、教員特殊業務手当

報酬

区　　　分

職員１人当たり支給年額

職員１人当たり支給年額

交通用具使用者

11,000

国

最高支給限度額

配偶者以外の扶
養親族

(B)/(A)

18.5

月分

平均取得日数

特殊勤務手当

(平成21年度)

(公営企業会計
に属する職員を

除く)

440,000円 円

配偶者のいな
い職員の扶養
親族のうち１
人目

区　　分

時間外勤務手当

(公営企業会計に属
する職員を除く)

平成21年

代表的な手当
の名称

69,847

63,142

全職種

支給対象職員１人当たり平均支
給年額

職員全体に占める手当支給職員
の割合

16歳から22歳
までの子の加
算

円

支給額の多い手
当

多くの職員に支
給されている手
当

支給総額

支給総額

44,984

79
平成20年度

127

住居を借り受け月額12,000
円を超える家賃を支払って
いる職員

国

区分

新築、購入後5年間 新築、購入後5年以降

同じ

海南市

住居手当

(平成22年
4月1日現在)

13,000

家賃に応じて、
海南市

同じ

支給要件

平成21年度

区　分

6,500

議長

円円 2,500

最高支給限度額

片道の通勤距離が2Km以上で、交通機関を利用し、又
は交通用具を使用している職員

55,000

最高

月額

2.2

円

月分 12

国

通勤手当

(平成22年
4月1日現在)

支給要件

最高支給限度額

交通機関利用者

8時30分

13時00分１日の正規の勤務時間

期末手当
支給割合

6 月期

１週間の正規の勤務時間

月期

消化率
区　分

総付与日数

(A) (B)

総取得日数

701 7.1

480,000

12時00分

17時15分

全対象職員数

540,000

平成20年

(C) (B)/(C)

30,004.0

平成22年 26,860.0 4,954.7

18.4

18.4



(3)特別休暇の種類 (平成21年4月1日現在)

４．職員の分限処分及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況(平成21年度)

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 8 人 8 人

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 8 人 0 人 8 人

(2)懲戒処分の状況(平成21年度)

0 人 0 人 0 人 1 人 1 人

1 人 2 人 0 人 0 人 3 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

1 人 2 人 0 人 1 人 4 人

５．職員の服務の状況

(1)育児休業及び部分休業の取得者数(平成21年度)

人 人 人 人 人 %

人 人 人 人 人 %

人 人 人 人 人 %

６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1)職員の研修の実施状況(平成21年度)

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人

(2)職員の勤務成績の評定の状況

人権研修 366

519

財政研修

情報セキュリティー研修

4

8

16 174

606

19 研修協議会パソコン研修

市町村幹部職員特別研修

研修協議会専門研修

特別職研修会

一般職員一次研修

人事評価研修

その他の研修

監督者一次研修

7 管理者研修

64

5

67

うち育児休業
取得者数

0

100

修了者数

応急手当講習会 47

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

4

1410

研　　修　　名

3 先進都市視察研修

接遇力向上研修 79

性別等

男性職員

女性職員

0

0

0

29

市町村アカデミー

新規採用職員研修

新規採用職員研修

一般職員二次研修

監督者二次研修

市職員防災研修

評定の種類 基準日

100

0

0

11

11

対象期間

2

2

29 0 11

研　　修　　名

16

0 0 0

11

修了者数

計

平成20年度中に新たに育児休業が
取得可能となった職員

育児休業
対象者数

育休取得率
うち部分休業
取得者数

出産日の翌日から８週間

妊娠期間に応じ必要と認められる期間、産後１年間に１回必要と認められる期間

１日２回各３０分以内

証人、参考人等出頭

骨髄移植

ボランティア

勤務成績が良くない場合

心身の故障の場合

合　　計

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

合　　計

区　　　分

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

２日以内

必要と認められる期間

公民権行使 必要と認められる期間

必要と認められる期間

１暦年５日以内

出産予定日前６週間以内から出産日まで

妊娠中、産後の保健指導、健康診査

職員の結婚

生理

産前

産後

必要と認められる期間

８日以内

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合

１暦年５日以内

５日以内

必要と認められる期間

子の看護

夏季

区　　　分 降任

妻の出産

親族看護

育児時間

配偶者、一親等親族の祭日

非常災害による交通遮断

交通機関の事故等による通勤困難

天災地変による住居滅失

親族の死亡

職に必要な適格性を欠く場合

合計戒告 減給 停職 免職

休職 降給

１暦年を通じ３０日以内

合計

１日～７日

必要と認められる期間

必要と認められる期間

３０日以内で必要と認められる期間

慣習上最小限度必要と認められる期間

免職

感染症

定期評定 毎年１０月１日 前年の１０月１日から当該年の９月３０日まで



７．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康診断の状況(平成20年度)

人

人

人

人

人

人

上記のほか、市町村職員共済組合の助成による巡回検診・人間ドック・脳ドックを475人が受診しました。

(2)職員互助会の事業内容(平成21年度)

人

千円

千円

(3)公務災害、通勤災害の状況

0 件 0 件 0 件 0 件 0 0

1 件 1 件 2 件 2 件 3 件 3 件

Ⅱ　公平委員会の業務の状況

１．勤務条件に関する措置の要求の状況

平成21年度中に新たに要求のあった事案・・・0件

２．不利益処分に関する不服申立ての状況

平成21年度中に新たに申立てのあった事案・・・0件

4

公務災害

申請
区分

申請 認定 申請

平成21年度

市から互助会への補助金については、随時見直しを行い、平成１６年度（旧海南市）の職員１人当り1万円から、平成21年度には３千
円まで減額しております。また、福利厚生事業のうち、公共的団体主催の演劇等の鑑賞費用助成、体育事業については凍結し、その他
の互助会事業全般についても見直しを行っています。

平成20年度

認定

通勤災害

認定

深夜業務従事者健康診断

246

合計

77

15

実施事業 福利厚生事業(慶弔費、保養施設契約等)

給料月額の1,000分の1.2

2,244

掛金率

補助金

特定業務従事者健康診断

会員数

掛金

724

3,652

深夜業務従事者及び滅菌作業従事者健康診断

電離放射線健康診断(１回目) 4

電離放射線健康診断(２回目)

53

受診者数区　　　分

定期健康診断


